
 

パートタイム労働者数の推移 
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資料出所：労働力調査（総務省） 

１ パートタイム労働者数  



１週間あたりの就業時間別労働者数 

＜参考＞ 

 労働力調査は、実際に調査期間中（月末１週間）仕事に従事した時間を調査したもので、上記の「パート労働者」は週35時間未満の者を
「パート労働者」と推定し、計上したもの 

 
１～４時間, 26, 0.5% 

５～９時間, 105, 2.0% 

１０～１４時間, 143, 2.7% 

１５～２９時間, 

726, 13.7% 

３０～３４時間, 415, 7.8% 

３５～３９時間, 402, 7.6% 

４０～４８時間, 2261, 42.5% 

４９～５９時間, 

721, 13.6% 

６０時間以

上, 502, 

9.4% 
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 １,４１４万人 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 

２ パートタイム労働者数  



 資料出所：労働力調査（総務省） 
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３ パートタイム労働者の割合の推移  
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パートタイム労働者の分布（業種別） 

 資料出所：労働力調査（平成21年）（総務省） 

単位：（％） 

  男女計 男性 女性 

合計  100.0   100.0   100.0  

漁業 0.1  0.2  0.1  

鉱業 0.0  0.2  0.0  

建設業 4.7  9.0  2.7  

製造業 14.8  22.6  11.1  

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5  1.1  0.1  

情報通信業 1.8  3.2  1.1  

運輸業・郵便業 4.4  7.2  3.0  

卸売・小売業 21.1  14.1  24.6  

金融・保険業 2.2  1.3  2.6  

不動産業 2.0  2.6  1.7  

  学術研究,専門・技術サービス業 2.0  2.6  1.7  

宿泊業,飲食サービス業 10.9  6.6  13.0  

  生活関連サービス業,娯楽業 4.3  3.2  4.9  

教育，学習支援業 5.0  5.3  4.9  

医療，福祉 13.1  4.9  17.2  

複合サービス事業 0.7  0.9  0.6  

サービス業（他に分類されないもの） 9.4  10.4  9.0  

公務（他に分類されないもの） 2.7  4.7  1.7  

４ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  
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業種別雇用者に占めるパートタイム労働者の割合（男女計） 

 資料出所：労働力調査（平成21年）（総務省） 

５ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  



パートタイム労働者数の分布（企業規模別） 

企業規模別雇用者に占めるパート労働者の割合（男女計） 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 

単位：万人（％） 

  男女計 男性計 女性計 

合計 1,414  100.0  449  100.0  966  100.0  

１～２９人 491  34.7  142 31.6  349 36.1  

３０～９９人 221  15.6  66 14.7  156 16.1  

１００～４９９人 235  16.6  75 16.7  161 16.7  

５００～９９９人 81  5.7  27 6.0  54 5.6  

１０００人以上 267  18.9  93 20.7  174 18.0  

官公 106  7.5  43 9.6  62 6.4  

従業者規模不詳 14  1.0  4 0.9  10 1.0  
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６ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  



パートタイム労働者の分布（年齢別） 

 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 
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５５～６４歳 
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６５歳

以上 

7.5% 

女 性 

            単位：万人（％） 

  男女計 男性計 女性計 

合計 1,432  100.0  447 100.0  985 100.0  

１５～２４歳 181  12.6  83 18.6  97 9.8  

２５～３４歳 198  13.8  60 13.4  138 14.0  

３５～４４歳 298 20.8  59 13.2  239 24.3  

４５～５４歳 282  19.7  53 11.9  229 23.2  

５５～６４歳 312  21.8  104 23.3  209 21.2  

６５歳以上 161  11.2  87 19.5  74 7.5  

７ 業種別、規模別、職種別、年齢別の状況  
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 資料出所：労働力調査（平成22年）（総務省） 注）呼称「パート・アルバイト」について集計 

８ パートタイム労働者の就業実態  



勤続年数 

資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 
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９ パートタイム労働者の就業実態  



一般労働者とパートタイム労働者の年齢階級別１時間あたり所定内給与額 

  資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 
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10 パートタイム労働者の賃金  

 注：一般労働者の１時間あたり所定内給与額は、所定内給与額÷所定内実労働時間数で算出 



一般労働者とパートタイム労働者の勤続年数別１時間当たり所定内給与額 

資料出所：平成17年・22年賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

       厚生労働省雇用均等･児童家庭局短時間・在宅労働課による特別集計 
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一般労働者とパートタイム労働者の１時間当たり所定内給与額、格差の推移 

 資料出所：賃金構造基本統計調査（平成22年）（厚生労働省） 

年 
男  性 女  性 

一般労働者 
パートタイム   
労働者 

格差       
（一般＝１００） 

一般労働者 
パートタイム   
労働者 

格差       
（一般＝１００） 

  （円） （円）  （円） （円）   
平成元年 1,542  855  55.4  934  662  70.9  

５年 1,904  1,046  54.9  1,187  832  70.1  

１０年 2,002  1,040  51.9  1,295  886  68.4  

１５年 2,009  1,003  49.9  1,359  893  65.7  

１６年 1,999  1,012  50.6  1,376  904  65.7  

１７年 2,035  1,069  52.5  1,365  942  69.0  

１８年 2,010  1,057  52.6  1,349  940  69.7  

１９年 2,016  1,085  53.8  1,373  962  70.1  

２０年 2,010  1,071  53.3  1,387  975  70.3  

２１年 1,981  1,086  54.8  1,399  973  69.5  

２２年 1,978  1,081  54.7  1,396  979  70.1  
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タイム労働者の賃金割合 
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女性 

（年） 

12 パートタイム労働者の賃金  



労働組合の加入状況 

 資料出所：労働組合基礎調査（平成22年）（厚生労働省） 
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13 パートタイム労働者の組織率  



 資料出所：労働組合活動実態調査（平成22年）（厚生労働省） 
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加
入
の
勧
誘
活
動 

労
働
条
件
、
処
遇
の
改
善
要
求 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
個
人
が 

加
入
す
る
労
働
組
合
と
の
連
携 

離
職
後
の
再
就
職
支
援 

（
企
業
内
の
正
社
員
化
も
含
む
） 

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の 

雇
用
に
つ
い
て
の
労
使
協
議 

ぜ
の
他 

（％） 

計 組合加入資格があり、組合員がいる（24.3%） 組合加入資格はあるが、組合員がいない（7.0%） 組合加入資格がない（68.7%） 

取組の内容（複数回答） 

パートタイム労働者に関する取組内容別労働組合割合 

※事業所にパートタイム労働者がいる労働組合を100とした数値である。 

14 労働組合のパートタイム労働者に関する取組の状況  



62.6  

45.6  

14.1  
11.7  11.4  10.9  10.7  

1.9  1.2  0.9  2.8  

28.1  

9.3  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

70  

実
施
し
た
も
の
が
あ
っ
た 

短
時
間
労
働
者
の
労
働
条
件
通
知
書
等
で
、
特

定
事
項
（賞
与
、
昇
給
、
退
職
金
）を
明
示
す
る
よ

う
に
し
た 

正
社
員
と
短
時
間
労
働
者
の
職
務
内
容
の
区
分

（違
い
）を
明
確
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
も
福
利
厚
生
施
設
（食
堂
、
休
憩

室
、
更
衣
室
等
）を
利
用
で
き
る
よ
う
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
か
ら
正
社
員
へ
の
転
換
推
進
措

置
を
設
け
た 

短
時
間
労
働
者
の
賃
金
等
処
遇
を
（正
社
員
と
の

均
等
・均
衡
や
、
意
欲
・能
力
等
を
考
慮
し
て
）改

善
し
た 

短
時
間
労
働
者
に
も
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
よ

う
に
し
た 

短
時
間
労
働
者
と
職
務
等
が
同
じ
、
正
社
員
側
の

賃
金
等
処
遇
を
見
直
し
た 

正
社
員
の
中
に
新
た
な
雇
用
区
分
を
設
け
た 

短
時
間
労
働
者
の
所
定
労
働
時
間
を
正
社
員
と

同
じ
に
し
た 

ぜ
の
他 

（施
行
前
か
ら
す
で
に
実
施
し
て
い
た
場
合
を
含

め
）特
に
実
施
し
た
も
の
は
な
い 

無
回
答 

改正パ－トタイム労働法の施行に伴う雇用管理等の見直し 

（事業所調査） 

改正パ－トタイム労働法の施行を機に実施したもの 

「実施したものがあった」場合の内容（複数回答） 

(%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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主に就業規則

を交付している 

25.1  

主に労働条件

通知書・労働契

約書等書面を

交付している 

89.5  

主に口頭で説

明している 

8.9  その他 

1.3  
0  

10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  
90  

100  H22 

H18 
労働条件を明

示している 

94.9 

労働条件を明

示していない 

3.5 
不明 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

労働条件を明

示している 

97.3  労働条件を明

示していない 

0.6  

不明 

2.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

主に就業規則

を交付している 

15.5 

主に労働条件

通知書・労働契

約書等書面を

交付している 

39.9 

主に口頭で説

明している 

40.8 

その他 

3.8 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

「明示している」場合の方法（単一回答） 

「明示している」場合の方法（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間労働者の採用時における労働条件の明示方法（事業所調査） 

※方法については、平成18

年と22年で集計方法が異な

るため、単純に比較はできな
い。 

(%) 

(%) 

労働条件の明示（第６条関係） 
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就業規則作成の際の短時間労働者からの意見聴取（第７条関係） 

短時間労働者

に適用される 

85.1% 

就業規則が短

時間労働者に

適用されない 

5.9% 

事業所に就業

規則がない

（作成中も含

む） 
1.4% 

無回答 

7.6% 過半数が加

入の組合な

どから意見を

聞いている 

37.1% 

過半数以下

が加入の組

合などから意

見を聞いてい

る 

7.0% 

全ての短時

間労働者を

対象に個別

に意見を聞い

ている 

13.8% 

その他の方

法で短時間

労働者の意

見を聞いてい

る 

24.7% 

短時間労働

者の意見を

聞いていない 

17.4% 

H22 

H18 

事業所のパー

トの過半数が

加入している

労働組合の意

見を聞いてい

る 

8.1% 

事業所のパー

トの一部（半数

以下）が加入し

ている労働組

合の意見を聞

いている 

1.8% 

事業所のパー

トの過半数を

代表する者の

意見を聞いて

いる 

17.4% 
パートの一部

（半数以下）を

代表する者の

意見を聞いて

いる 

8.6% 

すべてのパー

トを対象に個

別に意見を聞

いている 

16.1% 

その他の方法

でパートの意

見を聞いてい

る 

15.2% 

パートの意見

を聞いていな

い 

32.7% パートに適

用される 

65.7% 

パートに適

用されない 

17.8% 

事業所に

就業規則

はない（作

成中も含

む） 
12.5% 

不 明 

4.0% 

就業規則の適用の有無 意見聴取の方法 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所割合 

職務が正社

員とほとんど

同じパートが

いる 

51.9% 

職務が正社

員とほとんど

同じパートは

いない 

47.1% 

不明 

1.0% 

H18 
１割未満 

32.2% 

１割以上

３割未満 

18.6% 

３割以上

５割未満 

14.1% 

５割以上

８割未満 

8.4% 

８割以上 

26.7% 

正社員と職

務がほとんど

同じ短時間

労働者が 

いる 

24.4% 

正社員と職

務がほとんど

同じ短時間

労働者がい

ない 

74.2% 

無回答 

1.5% 

H22 

１割未満 

9.7% 

１割以上３

割未満 

6.6% 

３割以上５

割未満 

3.3% 

５割以上８

割未満 

6.4% 

８割以上 

34.3% 

無回答 

39.6% 

正社員と職務がほとんど同じパートの有無 正社員と職務がほとんど同じ者の「パート」全体に占める割合 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の有無 同職種に就いている短時間労働者中の正社員と 

    職務がほとんど同じ短時間労働者の割合 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

差別的取扱いの禁止（第８条関係）、均衡待遇（第９条関係） 
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職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差の有無 

ある 

81.7% 

ない 

16.9% 

不 明 

1.4% 

H18 

H22 

94.5  

6.2  

0  

20  

40  

60  

80  

100  

パートの方が低い パートの方が高い 

正社員と職務がほとんど同じパートの 

１時間当たりの賃金額の差 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者の
１時間当たりの賃金額の差 

賃金額の差の内容（複数回答） 

正社員より

高い 

3.9% 

正社員より

低い 

69.5% 

正社員と

同じ（賃金

差はない） 
17.5% 

無回答 

9.1% 賃金差
がある 

73.4% 

正社員よりも賃金額が低い場合の正社員の
賃金額に対する割合 

８割以上 

36.3  

６割以上 

８割未満 

48.2  

４割以上 

６割未満 

14.3  

４割未満 

1.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 
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職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差がある理由（事業所調査） 

H18 

H22 

52.6  

24.7  
29.5  

15.9  

2.8  

13.5  

46.6  

14.7  

2.8  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

勤
務
時
間
の
自
由
度
が

違
う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
違
う
か
ら 

人
事
異
動
の
幅
や
頻
度

が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢

献
が
よ
り
期
待
で
き
る

か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ

る
こ
と
が
で
き
な
い
か
ら 

短
時
間
労
働
者
の
賃
金

を
上
げ
る
余
裕
が
な
い

か
ら 

ぜ
う
い
っ
た
契
約
内
容
で

労
働
者
が
納
得
し
て
い

る
か
ら 

ぜ
の
他 

無
回
答 

72.7  

31.1  

14.5  
8.3  

32.9  

8.4  
15.9  

0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 

勤
務
時
間
の
自
由
度
が

違
う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
転
居
を
伴

う
異
動
が
あ
る
か
ら 

転
居
を
伴
う
異
動
は
な

い
が
、
人
事
異
動
の
幅
や

頻
度
が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢

献
が
よ
り
期
待
で
き
る

か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ

る
こ
と
が
で
き
な
い
か

ら 

ぜ
の
他 

パートと職務がほとんど同じ正社員との賃金額の差がある場合の低い理由（３つまで複数回答） 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所で、正社員より（短時間労働者の）賃金割合が低い理由 

（３つまで複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 
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同じ仕事を

行っている正

社員がいる 

56.8% 

同じ仕事を

行っている

正社員は 

いない 

42.0% 

不明 

1.2% 

  同じ仕事を行っている正社員の有無、及び同じ仕事を行っている正社員がいる場合の 

賃金水準に対する納得性（短時間労働者調査） 
正社員と同等も

しくはそれ以上

に評価されてい

ると思う 

6.0% 

正社員より賃金

は低いと思う

が、納得できる 

40.0% 

正社員より賃金

は低く、正当に

評価されていな

いのではないか

と思い、納得で

きない 

20.3% 

わからない（考

えたことがない） 
33.7% 

同じ内容の業

務・責任の重

さも同じ正社

員がいる 

15.9% 

責任の重さは

違うが、同じ

業務の正社

員がいる 

38.9% 

同じ内容の業

務を行ってい

る正社員は

いない 

38.8% 

無回答 

6.4% 

正社員と同等

もしくはそれ

以上の賃金

水準である 

3.5% 

正社員より賃

金水準は低

いが、納得し

ている 

53.1% 

正社員より賃

金水準は低

く、納得して

いない 

28.1% 

わからない

（考えたこと

がない） 
14.9% 

無回答 

0.4% 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H22 

H18 

（責任の
重さにか
かわら
ず）いる 

54.8% 
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賃金水準について納得できる理由･納得できない理由 

（正社員と同じ仕事を行っており、賃金水準が低い短時間労働者） 

46.6  

37.7  

10.6  

3.0  
6.9  

44.2  

2.1  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

責
任
の
重
さ
が
違
う
か

ら 

勤
務
時
間
の
自
由
度
が

違
う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
違
う
か
ら 

人
事
異
動
や
転
勤
の
頻

度
が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
、
企
業
へ
の

貢
献
が
よ
り
期
待
さ
れ

て
い
る
か
ら 

も
と
も
と
ぜ
う
い
っ
た

内
容
で
自
分
も
納
得
し

て
い
る
か
ら 

ぜ
の
他 

73.9  

5.4  
11.3  

5.9  

0  
10  
20  
30  
40  
50  
60  
70  
80  

正
社
員
と
同
じ
内
容
の

仕
事
を
し
て
い
る
の
に

差
が
あ
る
か
ら 

人
事
異
動
な
ど
の
違
い

を
考
慮
し
て
も
差
が
大

き
す
ぎ
る
か
ら 

同
じ
地
域
・職
種
の
短
時

間
労
働
者
等
の
相
場
よ

り
低
い
か
ら 

ぜ
の
他 

(%) (%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

納得できる理由（複数回答） 納得できない理由（複数回答） 

納得できる賃金水準 

（正社員と同じ仕事を行っている短時間労働者） 

正社員と同じ

（差はない） 
19.5% 

９割程度 

10.9% 

８割程度 

26.6% 

７割程度 

15.6% 

６割程度 

7.6% 

５割以下でも

構わない 

3.6% 

無回答 

16.3% 

N=同じ仕事を行っている正社員と比較した賃金水準について、 

「正社員より賃金水準は低いが納得している」 
「正社員より賃金水準は低く納得していない」 
「分からない（考えたことがない）」 

と回答した者に質問 
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  職務がほとんど同じでかつ人材活用の仕組みも同じ短時間労働者がいる
事業所の割合 

１割未満 

10.4% 

１割以上３割

未満 

6.3% 

３割以上５割

未満 

2.1% 

５割以上８割

未満 

2.1% 

８割以上 

52.1% 

無回答 

27.1% 

正社員と職務がほとんど同じでかつ人材活用
の仕組みも同じ短時間労働者の有無 

同職種に就いている短時間労働者中、正社員と 

職務がほとんど同じで人材活用の仕組み等も同じ 

短時間労働者の割合 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

全期間、正社

員と同じ者がい

る 

13.3% 

一定期間、正

社員と同じ者が

いる 

4.7% 

全員、正社員と

は異なる 

73.1% 

無回答 

8.9% 

正社員と
同じ者が
いる
18.0% 
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全短時間労働者数 91,384人

短時間労働者の中で最も人数が多い職種に就いてい

る短時間労働者数 77,101人

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者数

2,647人

正社員と職務がほとんど同じかつ

人材活用の仕組みが同じ短時間労働者数

286人（うち有期：201人、無期85人）

100%
84.4%

2.9%
0.3%

無期：0.1%

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

・正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者（１要件）の割合は2.9%（事業所割合では20.5%） 

・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じ短時間労働者（２要件）の割合は0.3%（事業所割合では2.7%） 

・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じで無期契約の短時間労働者（３要件）の割合は0.1%（事業所割合では1.1％） 

働き方が正社員と同じ短時間労働者の存在割合 

短時間労働者に占める割合 事業所に占める割合 

短時間労働者を雇用している事業所 1,764事業所

当該事業所でもっとも短時間労働者の人数が多い職

種に正社員がいる事業所 1,482事業所

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者が

いる事業所 361事業所

正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の

仕組みが同じ短時間労働者がいる
事業所 48事業所（うち無期あり19事業所）

100%
84.0%

20.5%

2.7%
無期：1.1%
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短時間労働者の賃金の決定要素（事業所調査） 

H18 

パート労働者の採用時の賃金決定の際に考慮した内容（複数回答） 

H22 

55.7  

32.1  

59.6  

43.5  

30.8  

14.1  

5.5  

15.0  

4.1  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  
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務
の
内
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（業
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及
び
責
任
の
重
さ
） 

職
務
の
成
果 

能
力
、
経
験 

地
域
で
の
賃
金
相
場 

最
低
賃
金 

年
齢 

学
歴 

ぜ
の
他 

無
回
答 

短時間労働者の賃金決定の際、考慮している要素（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 
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26.1  
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別
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不
明 
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手当及び各種制度の実施状況 （事業所調査） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

正社員、短時間労働者全般の手当・各種制度の実施状況（複数回答） 

32.7  

42.5  

80.7  

3.9  
8.4  

4.5  3.2  

48.6  

9.4  6.9  

79.8  

58.9  

16.3  

32.8  

7.8  

47.8  

41.4  

11.6  12.5  

75.3  
69.7  

50.3  

43.7  
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41.5  

14.2  

33.4  
27.2  

13.9  

1.9  
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用 

（%） 

正社員及び短時間労働者の両方に対し実施 

正社員に対してのみ実施 
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無
回
答 

賃金以外の処遇等で仕事が同じ正社員と取扱いが異なっており 

納得できないと考えているもの（複数回答） 
（個人調査） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

N=同じ仕事を行っている正社員がいる短時間労働者に質問 
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教育訓練の実施状況（事業所調査） 

H22 

H18 

79.3  78.3  
72.2  

57.9  
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2.7  5.4  

54.2  57.1  
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行
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発
費
用
を 

補
助
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て
い
る 

教
育
訓
練
等
は 

ほ
と
ん
ど
行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

正社員に対して 
短時間労働者全般（職務の異同問わず）に対して 
正社員と職務が同じ短時間労働者（いる場合）に対して 

（％） 

正社員、短時間労働者全般及び正社員と職務が同じ短時間労働者
（いる場合）の教育訓練機会（複数回答） 

18.3  

28.7  

10.9  

0 

10 

20 

30 

40 

O
F
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計
画
的
な

O
J
T

 

自
己
啓
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費
用
の
補
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パートに実施している教育訓練等の内容（複数回答） 
（％） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査 

（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

教育訓練（第10条関係） 
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短時間労働者から正社員への転換推進措置の実施状況（事業所調査） 

48.6  

実施している 

45.8 

48.4  

実施していない 

50.3 

3.0  

無回答 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H22 

H18 

51.0  

38.5  

45.6  

10.7  
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社
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を
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集
す
る
場
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、
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の
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を
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時
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働

者
に
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し
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い
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正
社
員
の
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ス
ト
を
社
内
公
募

す
る
場
合
、
短
時
間
労
働
者
に

も
応
募
機
会
を
与
え
て
い
る 

試
験
制
度
な
ど
正
社
員
転
換

制
度
を
導
入
し
て
い
る 

ぜ
の
他
（教
育
訓
練
等
） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
※平成18年は措置内容は調査していない。 

実施方法（複数回答） % 

正社員への転換推進措置（第12条関係） 
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正社員転換の実績 

あり 

30.5  

なし 

61.5  

不明 

8.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

あり 

39.9  

なし 

47.3  

無回答 

12.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H18 

H22 

過去５年間（平成１３年１０月～平成１８年９月）にパートを正社員へ転換させた労働者の有無別事業所の割合 

過去３年間（平成１９年４月～平成２２年３月）に短時間労働者を正社員へ転換させた労働者の有無別事業所の割合 

注）正社員とパートの両方を雇用している事業所を母数としている。 

注）正社員転換推進措置を実施している事業所を母数としている。 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
※平成18年は応募者数及び転換者数は調査していない。 

 

7.2  5.0  8.4  11.8  67.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

１０％未満 １０％以上２０％未満 ２０％以上５０％未満 
５０％以上８０％未満 ８０％以上 

応募実績が「ある」事業所の応募者に対する転換者の割合 

（正社員転換推進措置がある事業所） 

30.2  16.9  16.3  16.9  5.3  14.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

０超～５％未満 ５％以上１０％未満 

１０％以上２０％未満 ２０％以上５０％未満 

５０％以上８０％未満 ８０％以上 

短時間労働者に占める過去３年間の正社員への転換者の割合 

（正社員転換推進措置があり、転換実績がある事業所） 
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正社員転換推進措置を実施する上での支障 

ある 

30.5% 

ない 

66.8% 

無回答 

2.7% 

正社員転換推進措置を実施している事業所 

支障の有無 

正社員転換推進措置を実施していない事業所 
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無
回
答 

（%） 

支障の理由（複数回答） 
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資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

（%） 
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正社員転換推進措置（中間形態の有無） 

短時間正社員制度の導入状況 

中間の

雇用形

態を設

けている 

36.8% 

中間の

雇用形

態を設

けていな
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3.9% 
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正社員へ転換させる前の中間形態の有無 中間形態の内容（複数回答） 

(%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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原則として優先的

に採用したい 

9.6% 

職種によっては優

先的に採用するこ

とを考えたい 

14.2% 

個別に能力等の

ある者については

優先的に採用 

26.6% 優先させるつもり

はない 

13.6% 

分からない 

26.7% 

無回答 

9.2% 

短時間労働者の優先採用方針 

ある 

18.3  

ない 

76.2  

無回答 

5.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

過去３年間に正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を 

外部の応募者より優先させて採用したことの有無（実績） 

今後、正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を外部の応募
者より優先させて採用することについての考え方（今後の意向） 
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待遇に関する説明及び苦情の申し出を受けた場合の自主的解決 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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過去２年間における短時間労働者から本人の処遇に係る説明を求められた経験の有無及びその対応 

88.4  
74.5  

32.3  

3.0  

0 

20 

40 

60 

80 

100 

パ
ー
ト
等
労
働
者
か
ら
本
人
の

処
遇
に
つ
い
て
説
明
を
求
め
ら

れ
た
と
き
は
、
説
明
し
て
い
る 

パ
ー
ト
等
労
働
者
か
ら
処
遇
に

つ
い
て
苦
情
を
受
け
た
と
き
は
、

ぜ
の
解
決
に
努
め
て
い
る 

定
期
的
に
パ
ー
ト
等
労
働
者
と

の
面
談
を
実
施
し
、
意
見
を
聞

く
よ
う
に
し
て
い
る 

労
使
協
議
に
パ
ー
ト
等
労
働
者

も
参
加
し
て
い
る 

パート労働者との労使の話し合い促進のための措置の実施状況 
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待遇についての説明（第13条関係）、苦情の自主的解決（第19条関係） 
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現在の会社や仕事に対する不満・不安 
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21.8  20.8  

6.6  
8.8  

23.6  

6.6  

15.2  13.0  
8.0  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

70  

雇
用
が
不
安
定 

勤
続
が
長
い
の
に
有
期
契
約
で

あ
る 

賃
金
が
安
い 

所
定
労
働
時
間
が
希
望
に
合
わ

な
い 

所
定
外
労
働
が
多
い 

有
給
休
暇
が
と
り
に
く
い 

短
時
間
労
働
者
と
し
て
は
仕
事

が
き
つ
い 

自
分
の
能
力
が
活
か
せ
な
い 

昇
進
機
会
に
恵
ま
れ
な
い 

正
社
員
に
な
れ
な
い 

教
育
訓
練
を
受
け
ら
れ
な
い 

福
利
厚
生
が
正
社
員
と
同
様
の

扱
い
で
は
な
い 

職
場
の
人
間
関
係
が
良
く
な
い 

ぜ
の
他 

H18 

H22 

※ 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

※平成18年は項目に入っていない。 

「不満・不安がある」場合の内容（複数回答） 
(%) 

35 パートタイム労働法の施行状況  



12.9  

29.5  

7.3  8.2  

36.3  

71.0  

39.5  

23.8  21.9  18.8  

2.5  3.7  1.7  
0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

学
卒
等
一
般
の
正
社
員
の

採
用
、
確
保
が
困
難
な
た
め 

人
を
集
め
や
す
い
た
め 

退
職
し
た
女
性
正
社
員
の

再
雇
用
の
た
め 

定
年
社
員
の
再
雇
用
の
た

め 

簡
単
な
仕
事
内
容
の
た
め 

人
件
費
が
割
安
な
た
め
（労

務
コ
ス
ト
の
効
率
化
） 

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯
に
対

処
す
る
た
め 

一
時
的
な
繁
忙
に
対
処
す

る
た
め 

仕
事
量
が
減
っ
た
と
き
に
雇

用
調
整
が
容
易
な
た
め 

経
験
・知
識
・技
能
の
あ
る

人
を
採
用
し
た
い
た
め 

Ｉ
Ｔ
化
・サ
ー
ビ
ス
経
済
化

の
進
展
に
よ
っ
て
、
業
務
内

容
が
変
化
し
た
た
め 

ぜ
の
他 

不 

明 

短時間労働者を雇用する理由（事業所調査） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間労働者を雇用する理由（複数回答） 

H18 

H22 24.3  

9.9  

27.2  

41.7  
46.2  

38.0  

19.4  

10.2  

22.6  

10.1  

3.1  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

人
を
集
め
や
す
い
た
め 

退
職
し
た
女
性
正
社
員

の
再
雇
用
の
た
め 

定
年
社
員
の
再
雇
用
の

た
め 

簡
単
な
仕
事
内
容
の
た

め 

人
件
費
が
割
安
な
た
め 

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯
に

対
処
す
る
た
め 

一
定
期
間
の
繁
忙
に
対

処
す
る
た
め 

仕
事
量
が
減
っ
た
と
き
に

雇
用
調
整
が
容
易
な
た

め 

経
験
・知
識
・技
能
の
あ

る
人
を
採
用
し
た
い
た

め 

ぜ
の
他 

無
回
答 

(%) 

(%) 

36 パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）  



 契約期間の定めの有無・１回当たりの契約期間（事業所調査） 

短時間労働者の契約期間の定めの有無 

期間の 

定めあり 

85.9% 

期間の 

定めなし 

12.5% 

無回答 

1.6% 
１カ月以内 

1.0  

１カ月超～ 

３カ月以内 

8.8  ３カ月超～６カ月以内 

23.8  

６カ月超～１年以内 

60.8  

１年超～ 

２年以内 

0.3  

２年超～ 

３年以内 

0.5  

３年超 

0.2  

無回答 

4.6  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

１回当たりの契約期間 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

労働者のケースごとに、

更新するかどうかを判断 

63.4  

労使のいずれからも終

了を申し出なければ 

自動的更新 

25.0  

その他の 

ルール 

により 

更新 

8.2  

契約の更新を 

しない 

1.3  

無回答 

2.2  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

契約更新状況 

更新する ９６．５％ 

1回 

7.8  

2回 

10.7  

3～5回 

36.2  

6～10回 

21.5  

11回以上 

17.8  

無回答 

6.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

もっとも多い実際の更新回数 

※短時間労働者の中でもっとも人数が多い
職種について調査している。 

契約期間 

37 パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   



短時間労働者の就業理由（個人調査） 

24.0  
27.7  

43.3  

16.2  

9.3  
11.8  

24.8  

13.0  
15.4  

6.7  

0.4  

59.2  

11.6  
15.4  

13.4  9.6  

22.2  23.6  

15.5  

2.4  

8.5  

0.6  

15.4  

31.8  

50.2  

16.9  

9.2  9.2  

25.1  

12.5  

18.6  

6.3  

0.2  
0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

70  

合計 

男性 

女性 

22.7  

53.9  

31.0  

8.9  9.6  

30.8  

23.9  21.3  

7.1  
0.6  

43.6  

16.3  

38.3  

11.6  11.8  

26.9  24.7  

3.5  
9.8  

0.4  

15.5  

66.8  

28.5  

8.0  8.9  

32.1  

23.6  
27.4  

6.2  
0.7  

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

家
計
の
主
た
る
稼
ぎ
手
と
し
て
、
生

活
を
維
持
す
る
た
め 

主
た
る
稼
ぎ
手
で
は
な
い
が
、
生
活

を
維
持
す
る
に
は
不
可
欠 

主
た
る
稼
ぎ
手
で
は
な
い
が
、
家
計

の
足
し
に
す
る
た
め 

自
分
の
学
費
や
娯
楽
費
を
稼
ぐ
た

め 

資
格
・技
能
を
活
か
す
た
め 

以
前
の
就
業
経
験
を
活
か
す
た
め 

生
き
が
い
・社
会
参
加
の
た
め 

時
間
が
余
っ
て
い
る
た
め 

子
供
に
手
が
か
か
ら
な
く
な
っ
た
た

め 

ぜ
の
他 

不
明 

合計 

男性 

女性 

H18 

H22 

※

平
成
18
年
は 

 

調
査
項
目
な
し 

働いている理由（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 

38 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



短時間労働者を選択した理由（個人調査） 

H18 

H22 

36.8  

31.1  

21.3  

4.7  
2.2  

16.3  

23.1  

14.8  

4.6  

13.3  

1.5  

34.6  31.7  

20.9  

5.7  
3.1  

16.3  

1.6  

11.2  

5.7  

19.7  

3.3  

37.4  

31.0  

21.4  

4.5  
1.9  

16.3  

28.5  

15.6  

4.3  

11.8  

1.0  

0  

10  

20  

30  

40  

都
合
の
良
い
時
間
（日
）に
働

き
た
い
か
ら 

勤
務
時
間
・日
数
が
短
い
か

ら 

就
業
調
整
が
で
き
る
か
ら 

軽
易
な
仕
事
を
し
た
か
っ
た

か
ら 

す
ぐ
辞
め
ら
れ
る
か
ら 

正
社
員
と
し
て
採
用
さ
れ
な

か
っ
た
か
ら 

家
庭
の
事
情
で
正
社
員
と
し

て
働
け
な
い
か
ら 

正
社
員
と
し
て
働
く
こ
と

が
、
体
力
・精
神
的
に
難
し
い

か
ら 

転
勤
が
な
い
た
め 

ぜ
の
他 

無
回
答 

合計 

男性 

女性 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

50.3  

38.1  

17.4  21.7  

4.8  

23.8  

2.5  

15.5  
11.2  

6.4  

14.3  

1.6  

43.1  

30.1  

13.6  

31.2  

6.0  

21.8  

0.7  0.2  
5.7  7.8  

23.8  

3.7  

52.7  

40.9  

18.7  
18.4  

4.4  

24.5  

3.1  

20.7  

13.1  

5.8  
11.0  

0.9  
0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

都
合
の
良
い
時
間
（日
）に

働
き
た
い
か
ら 

勤
務
時
間
・日
数
が
短
い

か
ら 

就
業
調
整
が
で
き
る
か
ら 

気
軽
に
働
け
ぜ
う
だ
か
ら 

す
ぐ
辞
め
ら
れ
る
か
ら 

正
社
員
と
し
て
働
け
る
会

社
が
な
い
か
ら 

病
人
・老
人
等
の
介
護
で

正
社
員
と
し
て
働
け
な
い

か
ら 

家
事
・育
児
の
事
情
で
正

社
員
と
し
て
働
け
な
い
か

ら
（左
記
を
除
く
） 

正
社
員
と
し
て
働
く
こ
と

が
、
体
力
的
・精
神
的
に

難
し
い
か
ら 

友
人
・知
人
が
パ
ー
ト
で

働
い
て
い
る
か
ら 

ぜ
の
他 

不
明 

合計 

男性 

女性 

短時間労働者を選択した理由（複数回答） 
(%) 

(%) 

39 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



今後の働き方に関する考え方 

（個人調査） 

短時間労働者を続

けたい 

69.9% 

正社員になりたい 

18.8% 

その他 

3.0% 

仕事をやめたい 

2.4% 

無回答 

5.9% 

うち 

現在の会社で
（94.1%） 
別の会社で 

（5.9％） 

うち 

現在の会社で
（58.1%） 
別の会社で 
（41.9％） 

パート等で仕

事を続けたい 

68.4% 

正社員になり

たい 

18.4% 

その他 

11.9% 

不明 

1.3% 

うち 

現在の会社で
（34.7%） 
別の会社で 
（65.3％） 

うち 

現在の会社で
（91.8%） 
別の会社で 
（8.2％） 

H18 H22 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間正社員、地域限定正社員の選択志向 

73.0  

選びたい 

60.6  

7.0  

選びたくない 

23.5  

19.9  

無回答 

16.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

勤務地を限定 

した正社員 

短時間正社員 

今後の働き方の希望 

40 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



25.0  

調整をしている 

20.4  

37.9  

調整の必要がない 

42.6  

25.1  

関係なく働く 

24.0  

2.9  

その他 

2.3  

6.2  

わからない 

8.4  

2.9  

不 明 

2.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

調整をしていない 68.9% 

調整をしていない 65.9% 

就業調整の有無 

65.8  

39.7  

23.2  

38.0  

4.7  
10.6  9.5  

4.5  6.2  
0.3  

47.8  

26.5  

15.6  

36.8  

2.6  
7.6  5.7  

9.3  10.8  

0.7  
0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

自
分
の
所
得
税
の
非
課
税
限
度
額(

１
０

３
万
円)

を
超
え
る
と
税
金
を
支
払
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら 

一
定
額
を
超
え
る
と
配
偶
者
の
税
制
上

の
配
偶
者
控
除
が
無
く
な
り
、
配
偶
者

特
別
控
除
が
尐
な
く
な
る
か
ら 

一
定
額
を
超
え
る
と
配
偶
者
の
会
社
の

配
偶
者
手
当
が
も
ら
え
な
く
な
る
か
ら 

一
定
額(
１
３
０
万
円)

を
超
え
る
と
配
偶

者
の
健
康
保
険
、
厚
生
年
金
等
の
被
扶

養
者
か
ら
は
ず
れ
、
自
分
で
加
入
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
か
ら 

労
働
時
間
が
週
の
所
定
労
働
時
間
２
０

時
間
以
上
に
な
る
と
雇
用
保
険
に
加
入

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め 

正
社
員
の
所
定
労
働
時
間
の
４
分
の
３

以
上
に
な
る
と
健
康
保
険
、
厚
生
年
金

等
に
加
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら 

会
社
の
都
合
に
よ
り
雇
用
保
険
、
厚
生

年
金
等
の
加
入
要
件
に
該
当
し
な
い
よ

う
に
し
て
い
る
た
め 

現
在
、
支
給
さ
れ
て
い
る
年
金
の
減
額

率
を
抑
え
る
又
は
減
額
を
避
け
る
た
め 

ぜ
の
他 

不 

明 

（％） 

H18 

H22 

就業調整をしている理由（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H18 

H22 

就業調整の有無及び就業調整をしている理由 
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326  232  222  

1,851  
2,401  

974  1,285  594  593  446  

9,143  8,435  

2,978  2,767  

318  497  454  

1,058  

2,811  

1,270  

2,255  

1,238  1,322  1,122  

12,052  

13,647  

5,222  

6,307  

0  

2,000  

4,000  

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

14,000  

16,000  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

短時間労働者 

事業主 

その他 

（件） 

平成20年4月 

改正パートタイ
ム労働法施行 

パートタイム労働関係相談件数の推移 （労働者・事業主・その他別） 

42 パートタイム労働法の施行状況  



相談内容の内訳（平成２０年度） 

43 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

合計 2,811 ( 100.0% ) 8,435 ( 100.0% ) 2,401 ( 100.0% ) 13,647 ( 100.0% )

300 ( 10.7% ) 1,559 ( 18.5% ) 277 ( 11.5% ) 2,136 ( 15.7% )

23 ( 0.8% ) 265 ( 3.1% ) 59 ( 2.5% ) 347 ( 2.5% )

1,516 ( 11.1% )

292 ( 10.4% ) 777 ( 9.2% ) 235 ( 9.8% ) 1,304 ( 9.6% )

302 ( 10.7% ) 907 ( 10.8% ) 307 ( 12.8% )

397 ( 2.9% )

57 ( 2.0% ) 296 ( 3.5% ) 89 ( 3.7% ) 442 ( 3.2% )

53 ( 1.9% ) 264 ( 3.1% ) 80 ( 3.3% )

1,614 ( 11.8% )

292 ( 10.4% ) 398 ( 4.7% ) 121 ( 5.0% ) 811 ( 5.9% )

245 ( 8.7% ) 1073 ( 12.7% ) 296 ( 12.3% )

3,544 ( 26.0% )963 ( 34.3% ) 1,932 ( 22.9% ) 649 ( 27.0% )

1,249 ( 9.2% )

15 ( 0.5% ) 239 ( 2.8% ) 33 ( 1.4% ) 287 ( 2.1% )

269 ( 9.6% ) 725 ( 8.6% ) 255 ( 10.6% )



相談内容の内訳（平成２１年度） 

44 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

123 ( 9.7% ) 441 ( 14.8% ) 89 ( 9.1% ) 653 ( 12.5% )

21 ( 1.7% ) 124 ( 4.2% ) 35 ( 3.6% ) 180 ( 3.4% )

382 ( 7.3% )

93 ( 7.3% ) 177 ( 5.9% ) 75 ( 7.7% ) 345 ( 6.6% )

96 ( 7.6% ) 198 ( 6.6% ) 88 ( 9.0% )

87 ( 1.7% )

11 ( 0.9% ) 68 ( 2.3% ) 16 ( 1.6% ) 95 ( 1.8% )

12 ( 0.9% ) 56 ( 1.9% ) 19 ( 2.0% )

799 ( 15.3% )

119 ( 9.4% ) 83 ( 2.8% ) 38 ( 3.9% ) 240 ( 4.6% )

93 ( 7.3% ) 538 ( 18.1% ) 168 ( 17.2% )

421 ( 8.1% )

6 ( 0.5% ) 191 ( 6.4% ) 27 ( 2.8% ) 224 ( 4.3% )

128 ( 10.1% ) 206 ( 6.9% ) 87 ( 8.9% )

合計

1,796 ( 34.4% )

1,270 ( 100.0% ) 2,978 ( 100.0% ) 974 ( 100.0% ) 5,222 ( 100.0% )

568 ( 44.7% ) 896 ( 30.1% ) 332 ( 34.1% )



相談内容の内訳（平成２２年度） 

45 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

283

59 ( 1.4% )18

( 13.5% )174

163

5

848

2,255合計 ( 100.0% )

130

171

78

66

217

235

( 100.0% )

( 12.5% )

( 5.8% )

( 2.6% )

( 37.6% )

( 0.2% )

( 7.2% )

( 10.4% )

( 9.6% )

( 2.9% )

( 3.5% )

( 7.6% )

( 12.7% )352

( 3.8% )105

186 ( 6.7% )

141 ( 5.1% )

70 ( 2.5% )

199 ( 7.2% )

190 ( 6.9% )

47 ( 1.7% )

50 ( 1.8% )

505 ( 18.3% )

( 1.4% )

215 ( 16.7% )

62 ( 4.8% )

90 ( 7.0% )

92 ( 7.2% )

18 ( 1.4% )

( 6.4% )

( 2.3% )

406

404

143

2,767 1,285 ( 100.0% )

( 12.8% )809

( 2.9% )182

( 6.4% )

134 ( 2.1% )

114 ( 8.9% )

15 ( 1.2% )

922 ( 33.3% ) 469 ( 36.5% )

18

210 ( 3.3% )

( 100.0% )6,307

( 35.5% )2,239

937 ( 14.9% )

367 ( 5.8% )

476 ( 7.5% )


